
転職賃金相場2024

 全職種において、600万円以上はマネジメント業務が多くを占めており、管理職経験なども求められる場合が

多いが、技術系職種では、高年収層でもマネジメント業務がない専門職である場合が多い。

 全職種に共通して当該職種の未経験者は、400万円未満となることが多い。

 経理財務など企業に共通して存在する職種の高年収層では転職回数が多い傾向にある。

2024年度賃金相場の特徴

 IT系職種、エンジニアは引き続き、募集時年収の上昇傾向がみられる。

 昨年よりもより幅広い職種で最低年収の底上げ傾向がみられる。

＜ 目 的 ＞

転職市場における主要職種について、募集時年収の範囲と転職決定者の定性情報を基にして、年収相場の特徴を把

握し、求人企業の募集要件の設定と求職者の転職の意思決定や自律的なキャリア形成に資する情報を提供すること。
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転職賃金相場2024

2024年4月～8月調査対象期間

首都圏（東京・神奈川・埼玉・千葉）

東海（愛知・岐阜・三重）

近畿（大阪・京都・兵庫）

※「地方企業の管理職」は本社所在地と勤務地の両方が上記以外のエリアであるもの

対象エリア

国内主要求人メディア（募集時年収）、人材紹介会社（募集時年収・定性情報）データ出典元

上記対象期間・エリアに該当する求人情報における職種ごとの

①募集時最低年収の中央値

②募集時最高年収の上位15％位

を各社から集約し、その最低値～最高値までの範囲を棒グラフで示した。なお、各

社の得意とする顧客層や事業領域は異なっているため、金額の分布にはばらつき

がある。また、人材紹介会社からの情報を基に、首都圏における、一定の年収帯

ごとの採用が決定した者の特徴について定性情報として記載した。

集計方法と
掲載内容

各社の正社員中途採用求人広告及び求人依頼件数の上位に共通してみられる16

職種と基本エリア（首都圏、東海、近畿）以外を対象とした「地方企業の管理職」、

また、労働市場において注目度の高い職種として、「介護（施設・訪問）」、「物流ド

ライバー（長距離・宅配）」、「飲食店の店長・店長候補」を選定した。

対象職種

調査概要

1

はじめに

『転職賃金相場』は、人材紹介事業または募集情報等提供事業（あるいはその両方）を営む国内の主要な企業7社の協力を

得て、中途採用の正社員の募集が多い職種と人材不足が深刻であるなど注目すべき職種について求人情報で提示されてい

る年収の最低額及び最高額のおおよその範囲を示しています。同時に、実際にその職種で採用が決定した方の特徴を各年収

層ごとに定性情報として示しています。

これらの情報を組み合わせて示すことで、現在の自分は、経験やスキルにみあった収入を得られているかどうか、自分が求

める年収を得ようとした場合にどのような経験やスキルを身につけなければならないか、などを確認していただけます。

一方で、企業にとっては、求める人材を得ようとした場合に、どの程度の年収を提示するのが適当なのか、現在の社員に支

払っている報酬は適切な金額かどうか、などの参考にしていただけます。

求職者と求人企業とをつなぐ役割を担う、人材サービス産業に携わる方々には、個人と企業の双方へのアドバイスやキャリ

アコンサルティングに活用していただけるものと考えております。

一般社団法人 人材サービス産業協議会
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募集時の最低年収額を
抽出し、中央値を求める

個社ごとに、対象期
間・対象エリアに該当
する求人情報を収集

A社 600

B社 500

C社 420

D社 350

E社 300

650

640

620

600

590

580

580

各社の中央値を比較し、
最低値・最高値を求める

中央値

最高値

最低値

募集時の最高額
上位15％値を抽出

A社 1250

B社 1000

C社 900

D社 800

E社 700

1000

900

800

…

…

650

600

各社の数値を比較し、
最低値・最高値を求める

上位15％値

最高値

最低値

集計方法（詳細）

各年収層における採用決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）

転職先での役職・職務内容

採用決定者のスキルや経験

その他の特徴

＊月給などの形態を各社基準により年収に換算したものも含む

株式会社JHRサービス

勤 務 地 ：

職 種 ：

給 与 ：

東 京 都 港 区

人 事

年 収 6 5 0 万 ～ 9 0 0 万 円

正社員
求人
情報

2
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求人広告・求人依頼分類上の職種名称の例本レポートでの呼称

各社に共通してみられる件数の多い職種

経理、経理（財務会計）、経理・財務経理財務1

人事、人事（採用）、人事（採用・教育）、人事・労務・採用人事2

法務（契約･訴訟・弁護士）、法務・知的財産法務3

経営企画経営企画4

社外広報、社内広報広報5

業務プロセスコンサルタント、経営戦略コンサルタント、財務・会計コンサルタント、

物流コンサルタント、人事・組織コンサルタント、ISOコンサルタント、M&Aコンサル

タント、営業・マーケティングコンサルタント、その他コンサルタント関連職

コンサルタント6

Webマーケティング、デジタルマーケティング（SEO・SEM含む）、Webプロデュー

サー など
Webマーケティング7

社内SE（アプリケーション）、アプリケーションエンジニア、システム開発・運用（ア

プリ担当）、システムエンジニア（アプリ設計／Web・オープン・モバイル系）、システ

ムエンジニア（Web・オープン系・パッケージ開発）、Webサービス系エンジニア（フ

ロントエンド・サーバーサイド・フルスタック） など

ＩＴ（Web/アプリケーション）8

サーバーエンジニア（設計構築）、ネットワークエンジニア などＩＴ（ネットワーク）9

セールスエンジニア、カスタマーエンジニア、フィールドエンジニア などＩＴ（セールスエンジニア）10

機械設計/機構設計/筐体設計/メカトロ設計、機械エンジニア などエンジニア（機械設計）11

電気エンジニア、弱電回路設計 などエンジニア（電気・電子回路設計）12

組込・制御ソフトウェア開発エンジニア などエンジニア（組込・制御ソフトウェア開発）13

IT法人営業、法人営業（IT）など、業種がIT企業であることがわかるもの法人営業（IT）14

産業機械営業、メーカー営業、法人営業（メーカー） など法人営業（メーカー）15

施工管理、施工管理（建築・土木）、建築施工管理・工事監理者施工管理16

本社＆勤務地が東名阪以外にあり、役職が課長以上の募集地方企業の管理職17

労働市場において注目度の高い職種

福祉施設長、介護職員（ケアワーカー）施設介護

A サービス提供責任者、介護支援専門員（ケアマネージャー）、訪問介護員・ホーム

ヘルパー
訪問介護

長距離（大型トラックなど）の物流ドライバー物流ドライバー（長距離）
B

宅配などの近距離の物流ドライバー物流ドライバー（宅配）

飲食店、フード系の店長・店長候補飲食店の店長・店長候補C

職種名称



転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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経理財務01

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

規模や業種を問わず、財務・リスク管理・IFRS・IRの責任者や部長以上の案件が中心。

経理経験10年以上、公認会計士資格・経験、上場支援など高度な財務業務の経験、上場企業での決算経験、管

理職経験、監査法人・会計コンサル企業での会計関連業務経験。英語力が求められる場合もある。

40代～50代、同職種からの転職が多く、転職経験は2回以上が多い。20代～30代でコンサルティング業界から専門

職としての転職もある。

1000～

経理・IRの責任者、マネージャー、リーダー。企業規模が小さくなると総務、広報などの責任者と兼任の場合も多い。

経理経験5年以上、上場企業での経理財務経験、決算経験、IR経験、管理職経験、公認会計士、簿記2級以上。英

語力が求められる場合もある。

30代後半～50代、同職種からの転職が多く、転職経験は2回以上が多い。

800～999

経理の部長候補、課長、リーダー、スペシャリスト候補。

経理財務・IRなどの経験3年以上、上場企業での経験、管理職経験、簿記2級以上、英語力が求められる場合もあ

る。

30代～40代前半、同職種からの転職が多く、転職経験は2回以上が多い。

600～799

経理のリーダー候補や担当者、経営分析の担当者など。

ほとんどが経験者で、経理財務、IRなどで3年以上の経験、簿記2級以上。英語力が求められる場合もある。

20代後半～40代、他職種からの転職も多い。

400～599

役職なしの担当者レベル。

多くは経験者だが未経験者も多い。簿記3級もしくは2級以上。

20代後半～30代前半、他職種からの転職が多い。
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最低年収中央値の範囲 最高年収上位15％値の範囲



転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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人事02

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

外資系の課長以上・日系企業の人事責任者・部長。規模や業界問わず海外採用担当などグローバル人事

案件が多い。

人事部門のマネジメント経験。中～上級レベルの英語力が求められる場合もある。

40代～50代、同職種からの転職が多く、転職経験は2回以上が多い。

1000～

人事企画の部長候補、課長、アシスタントマネージャーなど。規模や業界問わずグローバルに展開している

企業が多い。

採用企画経験、給与計算業務など人事に限らず多様な経験。英語力が求められる場合もある。

30代後半～60代で40代が中心。転職経験は3回以上が多い。

800～999

人事制度、その他人事全般の課長・マネージャー候補、係長。外資系企業の日本法人ポジションがやや多

い。

人事実務、労務実務含む多様な経験、マネジメント経験。英語力が求められる場合もある。

30代～50代で30代が中心。同職種からの転職が多く、転職経験2回以上が多い。

600～799

日系・外資系企業のエリアマネージャー、リーダー、リーダー候補、メンバーなど。

採用・教育・給与など人事業務経験、人材サービス業界営業・キャリアアドバイザー、総務経験、簡単な読み

書き程度の英語力が求められる場合もある。

20代後半～50代、同職種からの転職が多い。転職回数は１～2回が多い。

400～599

採用スタッフ、給与厚生業務など人事労務全般の担当者。

人事経験者、給与厚生関連業務経験者が半数以上で、次いで人材業界出身者が多い。

20代後半～30代前半、第二新卒、他職種からの転職が多い。
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最低年収中央値の範囲 最高年収上位15％値の範囲



転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

法務03

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

特許・知的財産、法務などの責任者、部課長、課長候補。規模は問わず製造業が多い。

事業会社での法務経験（特に知的財産）5～10年程度。同業界での責任者やマネジメント経験、弁護士資格

を持っているなど。

40代～50代、同職種からの転職がほとんど。理系大卒や大学院卒が多い。

1000～

国内及び海外の法務業務のマネージャー、エキスパート、担当者。規模は問わず製造業が多い。

事業会社での法務経験5年以上。会計・税務の知見、マネジメント経験、弁護士資格を持っている例もある。

中級～上級レベルの英語力が求められる場合もある。

30代～50代、同職種からの転職が多い。大学院卒が多い。

800～999

知的財産、法務、監査室などの管理職、担当者。規模は問わずサービス業がやや多い。

同業界の法務・知的財産業務経験3年以上、マネジメント経験、英語力が求められる場合もある。

30代～40代、同職種からの転職が多い。大学院卒が多い。

600～799

法務、コンプライアンス、知的財産、特許の担当者、リーダー候補。

半数以上は法務実務経験者で、事業会社での5年以上の経験が多い。英語力が求められる場合もある。

20代～40代で30代が中心。他職種からの転職も多い。

400～599

役職なしの担当者レベル。

法務経験。未経験者も多い。法学部卒・院卒。

20代～30代前半、他職種からの転職が多い。
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最低年収中央値の範囲 最高年収上位15％値の範囲



転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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経営企画04

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

エキスパート、部長以上の管理職。

経営コンサルタント、同業界での責任者経験、M&A経験。

30代後半～60代、他職種からの転職が多い傾向。

1000～

エキスパート、マネージャーなど管理職。

大手企業での予実管理、会計の知見、経営企画経験。

30代後半～40代前半。

800～999

経営企画のリーダー、リーダー候補、担当者。

同業種もしくは同企業規模での経営企画、経理財務など経営企画に関連する業務経験。

30代～40代。

600～799

経営企画のリーダー、リーダー候補、担当者。

経営企画、経理財務など経営企画に関連する業務経験、経営コンサルタント経験。

20代後半～30代前半、他職種からの転職が多い。

400～599

経営企画の担当者。

経営企画、経理財務経験者。未経験者も多い。

20代後半～30代、他職種からの転職が多い。
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広報05

首都圏

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

社外広報職では全体広報戦略、コーポレートブランディングのような、経営に近いポジションが多い。一部、英語が

求められるポジションもあり。

ほとんどが広報経験者、IRのスキルがある金融機関出身者、外資系企業での広報関連の幹部経験者、大手企業の広報部

長経験者など。

40代後半～50代半ばが中心。

1000～

課長～部長クラスがほとんど。社外広報職ではコーポレートブランディングといったような、より経営に近い業務経験

が求められる。一部、英語が求められるポジションもあり。

広報経験者に加えて、経営企画、戦略コンサルの経験者、メディア関係者もいる。

40代～50代前半が中心。

800～999

社外広報職で、担当者クラス～課長クラス。

事業会社での社外広報経験者、PR会社での実務経験者が多い。一部ライター経験者も含む。サステナビリティ開示

等の広報ポジションに関しては、サステナビリティ関連の業務に関係している製造・設計部門などの経験者も多い。

30代～40代が中心。

600～799

社外広報職の担当者クラス。

事業会社での広報経験者、PR会社での実務経験者、広報アシスタント経験者が多い。広報の未経験者ではマーケ

ティングや企画系、広告といった近しい職種や、幅広い管理部門の経験者が多い。

20代半ば～40代半ばが中心。

400～599

社外広報職の担当者クラス。

未経験者が多い。

20代半ば～30代半ばが中心。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

コンサルタント06

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

外資、戦略・総合コンサルのシニアコンサルタント～マネージャー、シニアマネージャーレベル。プロジェクト進行の責任者。

プロジェクト全体の方針策定、クオリティ管理、予算管理、クライアントとの折衝、場合によっては営業活動など。

前職からのポジションアップを目的とするなど、同業他社からの転職が多い。コンサルティング、IT、金融系などで10～20年以上の経験。

30代前半～50後半が多い。

1000～

外資、戦略・総合コンサルのシニアコンサルタントかアソシエイトマネージャー。他業界から転職の場合はコンサルタントから

スタート、同業他社からの転職、もしくは他業界でも豊富な経験があるとみなされると、シニアコンサルタントからスタートする

ことが多い。案件ごとにメンバーを集め、戦略やテーマ設定をメンバーに振っていくなどプロジェクトマネージャー的な働き方。

リーダークラスで係長～課長級の経験、プロジェクトマネージャー経験が求められる。コンサルティング、IT、金融系などで5

年以上の経験。

20代後半～40代後半が多い。

800～999

外資、戦略・総合コンサルのアナリスト～シニアコンサルタントレベル。プロジェクトにおいて、実際の作業のほとんどを担当。

プロジェクトの中の一定範囲を受け持ち、自分の判断で業務を進め、その進捗ごとにマネジャーの指示を仰ぐ。

コンサルティング、IT、金融系、異業種の大手企業などで5年以上の経験。

20代半ば～40代前半。他業界からのキャリアチェンジ、もしくは同業他社からの転職もあるが、事業会社からの転職では

チームリーダー経験者が多い。

600～799

日系、中小企業向けの新人コンサルタントレベル。新人、未経験者であれば、先輩コンサルタントについて、クライアントへのインタ

ビュー、チームでのディスカッションへの参加、各種情報収集と分析、パワーポイント等での資料作成などが主な業務。

IT、金融系など異業種の大手企業などで5年以上の経験。

20代～40代、第二新卒で他業界からの転職もある。

400～599

アナリスト、中小コンサルの募集が多い。従業員300～500人くらい。非上場のミドルファームの求人が多い。議事録をとるな

どのアシスタント的な業務が中心。

未経験者が多い。

新卒や第二新卒が多い。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

Webマーケティング07

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

主に自社のCMO候補・Webマーティングの責任者・部長クラス、メディアのプロデューサーや事業責任者が中心。

同職種における全体戦略立案と実行経験が求められ、同業界からの転職が多い傾向。

ネット系のスタートアップやクライアントワーク（大手コンサルなど）、外資系においても、リーダークラスで超えてくるこ

とがある。

1000～

プロダクトマネージャーやプロダクトマーケティングマネージャー、部長、部長候補、課長クラスの案件が中心。

いずれもWebマーケティング経験5年以上、同職種でのマネジメント経験のほか、広告代理店、制作会社のディレク

ション・マネジメント経験などが求められる。

グロース戦略やUIやUXの強化、チームをまとめて推進していく能力が求められる。

800～999

管理職、管理職候補、及び、リーダー、ディレクターの案件が中心。

プロダクトマネジャーやプロダクトマーケティングマネージャーと比べると、全体を俯瞰して最適化するよりも、SEOや

フロントエンド、バックエンドなど分野を特化している方が多い。

代理店やWebメディア系の企業から、メーカーや小売などへ業種を変更するケースが見受けられる。

600～799

リーダー、リーダー候補の案件が中心。

上位レイヤーの方が決めた戦略や方針に沿って運用設計や実行、成約に至った分析など、一連の流れを行う。事

業価値を高めるためにはどうしたら良いかを考えることができるともう一つ上のレイヤーを目指せることとなる。

20代中盤～30代前半くらいの方が多い。大半は20代。ミドルシニアが少ない。

400～599

役職なしの担当者の案件が中心である。

Webマーケティング経験が求められることもあるが、未経験者を対象とした案件も多く、独学で勉強するなどして他業

種から入社する方も多い。

副業でSEOなどの経験があり、それを磨きたく入社するといったケースもある。未経験からのチャレンジがしやすい。

～399

10

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

（年収／万円）

600

300

1300

700

首都圏

最低年収中央値の範囲 最高年収上位15％値の範囲



転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

ＩＴ（Web/アプリケーション）08

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

CIO、マネージャー、プロジェクト責任者、ディレクター、管理職。業界は多種多様、大手企業が多い。

全社的なプロジェクトマネジメント経験、マネジメント経験、クライアント業界の経験、英語・中国語などの語学

力が求められる場合もある。

30代後半～50代前半、他職種からの転職、転職経験3回以上の人が多い。

1000～

社内SEあるいはSEのプロジェクトマネージャー、マネージャー候補、課長候補など。業界は多種多様、各業

界の大手企業が多い。

該当領域でのSEとしての業務経験、プロジェクトマネージャー経験3年以上。

30代～50代、同職種で転職経験3回以上の人が多い。

800～999

社内SEあるいはSEのプロジェクトマネージャー、リーダー、担当者など。

該当領域でのシステム開発経験、運用経験。

20代後半～40代前半、同職種で転職経験3回以上の人が多い。

600～799

社内SEあるいはSEもしくはプログラマのリーダー、担当者など。業界は多種多様。

該当領域でのシステム開発経験、運用経験。

20代後半～50代で30代が中心。同職種からの転職が多い。

400～599

エンジニア、プログラマ、メンバー職。中小企業が多い。

ITの知識がある、ITに抵抗がないなど。未経験者も多い。

20代～30代、同職種からの転職が多い。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

ＩＴ（ネットワーク）09

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

ネットワークエンジニアで部長やプロジェクト責任者。業界は多種多様、大手企業が多い。

ネットワークの構築・運用経験5年以上。該当分野の特に専門性の高い業務力、管理職経験、高い英語力が

求められる場合もある。

40代～50代、決定年収は現職より大幅に上がる傾向。

1000～

社内SE、管理職もしくは高い専門性を必要とするポジション。大手企業が多い。

ネットワークの構築・運用に関する専門性の高い経験（7年以上など）。管理職経験。

30代後半～40代前半。

800～999

社内SE、プロジェクトリーダー、プロジェクトマネージャー候補のネットワークエンジニア。管理職もしくは高い

専門性を必要とするポジション。

ネットワーク・サーバーなどの3年以上の業務経験。マネジメント経験。

30代後半～50代、同職種からの転職が多く、転職経験は3回以上が多い。

600～799

社内SEあるいはSE、リーダー、リーダー候補。

ネットワーク・サーバー構築などの業務経験、運用経験。

20代後半～40代、同職種からの転職が多い。

400～599

エンジニア、メンバー職。中小企業が多い。

ITへの興味があるなど。未経験者も多い。

20代～30代前半、他職種からの転職が多い。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

ＩＴ（セールスエンジニア）10

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

部門責任者、マネージャーなど。日系大手または外資系企業が多い。

該当領域での高い技術力、英語力が求められる場合もある。

30代後半～50代、大手企業出身者が多い。

1000～

部門責任者、マネージャー、プリセールスなど、大手企業またはスタートアップが多い。

該当領域でのセールスエンジニア経験、複数種類のネットワーク知識、ネットワーク構築経験3年以上。英語

力が求められる場合もある。

30代～50代。

800～999

マネージャー候補、リーダー候補、リーダー、プリセールス、セールスエンジニアなど。中小企業が多い。

該当領域での技術あるいは営業経験。メールの読み書きなどの英語力が求められる場合もある。

20代後半～30代後半。

600～799

リーダー候補、プリセールス、テクニカルサポートなど。中小企業が多い。

同職種の経験、開発経験。

20代後半～30代後半、他職種からの転職も多い。

400～599

ヘルプデスク、サポートエンジニア、保守サポートの担当者。中小企業が多い。

コールセンター業務経験、PCスキル。未経験者も多い。

20代～30代前半、他職種からの転職がほとんど。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

エンジニア（機械設計）11

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

開発責任者、管理職が多い。外資系あるいは海外進出案件の担当で大手企業が中心。

該当の専門分野での長年の業務経験。事業・拠点を一から立ち上げられる能力。

30代後半～50代。

1000～

機械設計エンジニア。管理職より技術専門職が多い。大手中心だが、中堅規模の企業も多い。

該当分野での長年の業務経験、プロジェクトマネジメント経験。英語力が求められる場合もある。

30代後半～50代、高専、大学院卒が多い。

800～999

機械設計エンジニア。管理職より技術専門職が多い。大手中心だが、中堅規模の企業も多い。

該当分野での業務経験。3D CADの経験。

30代後半～50代、大学卒が中心。

600～799

機械設計エンジニア、研究開発、技術スタッフ、担当者が多い。大手中心だが、中堅規模の企業も多い。

ほとんどが該当分野での業務経験、設計・開発経験もしくは同業界の近い職種（CAD、セールスエンジニア

など）。

20代後半～40代、他職種からの転職も多い。

400～599

スタッフ、メンバー職。

開発経験もしくは同業界の近い職種の経験者がほとんどだが、未経験者も多い。

20代～30代前半、他職種からの転職がほとんど。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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エンジニア（電気・電子回路設計）12

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

管理職より強電設計などの技術専門職、研究職、責任者。日系大手中心だが、中小・中堅企業も多い。

10年以上の経験（回路設計など）、外資、海外対応経験など。

40代後半～50代、大学院卒が多く、同研究分野での転職が多い。

1000～

管理職より技術専門職、プロダクトマネージャー候補など。大手中心だが、中小・中堅企業も少なくない。

上流～下流までの経験、プロダクトマネージャー経験、英語力が求められる場合もある。

40代～60代、大学院卒が多く、同研究分野での転職が多い。

800～999

弱電設計、研究開発、回路設計など技術専門職。責任者候補。

3年以上の回路設計など業務経験。

30代～50代、大学院卒が多く、同研究分野での転職が多い。

600～799

弱電設計の担当エンジニア。大手中心だが中小・中堅企業も多数。

回路設計経験。

20代後半～40代、同職種・同研究分野での転職が多い。

400～599

プロジェクトマネージャー、役職なしの担当エンジニア。

回路設計経験。未経験者も多い。

20代後半～30代前半。
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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エンジニア（組込、制御ソフトウェア開発）13

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

情報セキュリティの企画・統制、次世代車載システム開発。管理職も多い。製造大手企業が多い。

コンピューターサイエンス、該当分野での高い専門性、複数年の経験、英語力が求められる場合もある。

40代～50代、大学院卒が多く、同研究分野での転職が多い。

1000～

自動車通信システム、パーソナルモビリティ、ICT／IoTプラットフォーム開発のマネージャー、リーダー。製造

大手企業が多い。

ソフトウェアエンジニア、組込ドライバ開発経験、アルゴリズム開発経験、英語力が求められる場合もある。

30代～40代、決定年収の方が現職年収より大幅に上がる傾向。

800～999

組込エンジニア、ソフトウェア開発の担当者。製造大手企業が多い。

組込ソフト開発経験、C言語など関連する分野での開発経験。

30代～40代後半、同業種、同職種からの転職が多い。

600～799

組込エンジニア、テクニカルサービス、ソフト開発の担当者。製造大手企業が多い。

組込ソフト開発、関連分野での開発経験。

20代後半～50代、理系の学歴。他職種からの転職も多い。

400～599

役職なしの担当者レベルのエンジニア。ネットワーク保守・管理やシステム構築。

未経験者が多い。

20代～30代前半、理系の学歴。他職種からの転職が多い。

～399
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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法人営業（ＩＴ）14

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

大手企業向け営業の上級管理職、営業責任者、部門責任者など。外資系企業も多い。

大手企業向けのIT営業経験5年以上、管理職経験、業界知識、英語力が求められる場合もある。

30代前半～60代で50代が中心。

1000～

マネージャー、マネージャー候補以上。大手企業が多い。

IT業界の法人営業経験3～5年程度、管理職経験、業界知識、英語力が求められる場合もある。

30代～40代。

800～999

マネージャー、プレイングマネージャー、マネージャー候補。数百名程度の中小・中堅企業が多い。

IT業界の法人営業経験3～5年程度。業界知識、英語力が求められる場合もある。

30代前半～40代前半、転職経験3回以上の人が多い。

600～799

リーダーか担当者レベル、コンサルティング営業の担当者など。数百名程度の中小・中堅企業が多い。

企業規模問わずなんらかの営業経験者。

20代後半～30代、他職種からの転職も多い。

400～599

担当者レベル。メンバー。

社会人経験あればよく、未経験者が多い。

20代～30代前半、他職種からの転職が多い。

～399

17

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

（年収／万円）

600

300

1500

901

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600

（年収／万円）

500

250

1500

698

0
200
400
600
800

1000
1200
1400
1600

（年収／万円）

520

250

1500

800

首都圏 東海

近畿

最低年収中央値の範囲 最高年収上位15％値の範囲



転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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法人営業（メーカー）15

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

外資系の日本代表、日系大手企業の役員候補、海外営業、営業所長、本部長など。

該当領域での豊富な営業経験、役職経験、マネジメント経験、中級以上の英語力が求められる場合もある。

30代後半～50代、転職経験3回以上、他職種からの転職も多い。

1000～

法人営業の部長、マネージャー、マネージャー候補、リーダー職。日系大手もしくは外資系企業が多い。

該当領域での営業経験、マネジメント経験、英語力が求められる場合もある。

30代後半～60代、転職経験者が多く、同業種からの転職が多い。

800～999

企業規模問わず法人営業のマネージャー、マネージャー候補、リーダー、担当者など幅広い。

業界での営業経験。英語力が求められる場合もある。

30代～40代、同業種からの転職が多い。

600～799

企業規模問わず法人営業のリーダー候補、担当者、営業と同行し、提案～製品導入を技術面でサポートす

る業務など。

該当領域での営業・技術者などの実務経験、業界知識。一部、英語力が求められる場合もある。

20代後半～40代前半、同業種からの転職が多い。

400～599

企業規模問わず、法人営業の担当者。

未経験者が多い。

20代～30代前半、第二新卒、他職種からの転職が多い。

～399
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴
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施工管理16

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

大手企業の施工管理の専門職。

プロジェクトマネジメント経験。1級施工管理技士、1級・2級建築士、英語力が求められる場合もある。

40代～50代、決定年収は現職より上がる傾向。

1000～

大手企業の施工管理、海外施工管理、工事責任者。現場代理人幹部候補。

電気工事経験、現場代理人経験、1級施工管理技士、1級・2級建築士、英語力が求められる場合もある。

30代後半～50代、同職種からの転職がほとんど。

800～999

大手企業の施工管理の担当者。ファシリティマネジメント、調査計画、品質検査担当。

該当業務の経験、1級・2級施工管理技士、1級・2級建築士。英語力が求められる場合もある。

30代後半～50代。

600～799

大手企業の施工管理の担当者、建物修繕コンサル、現場監督、映像音響施設エンジニアなど。

該当業務の経験、CADスキル、1級・2級施工管理技士、1級・2級建築士。

20代後半～50代。

400～599

大手企業の施工管理の担当者、音響や厨房設備施工管理の担当者。

社会人経験、建築現場経験。

20代後半、理系専攻者多い。他職種からの転職が多い。

～399
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転職先での役職・職務内容 採用決定者のスキルや経験 その他の特徴

転職賃金相場2024

地方企業の管理職17

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

地方の大規模～中堅企業でCXO、本部長、部長クラス。

同業界内の転職が多い。大企業の管理職経験者、技術系あるいは経理系が中心。

40代～50代、大卒・院卒が中心。

1000～

電気・医薬・化学メーカーなど、大手企業の管理職、所長候補。

同業界・同職種の転職が多く、経営企画室長、海外営業、専門性の高いエンジニアなど、リーダー・管理職

経験者が中心。

40代～50代前半が中心。学歴は高卒～院卒まで幅広いが大卒が中心。

800～999

大企業で化学・食品メーカー、コンサル、レジャー等幅広い業種の品質管理、営業、人事、経理などの課長、

部長クラス、部長候補など。

同業界で同職種で、管理職経験、エンジニア、経理など専門性の高い方が多い。海外営業、海外拠点の管

理職経験など。

40代～50代で50代が中心。

600～799

業種は多種多様。総務経理課長などバックオフィスの管理職候補。

他業界で同職種の転職が多い。経理、営業などでリーダー、その他管理職経験。

40代が中心。

400～599

中堅企業の経理課長などバックオフィスの管理職候補。

異業種からの転職多い（金融→建設、機械商社→食品メーカーなど）。役職は担当者レベルが多い。

20代後半～30代が中心。

～399

※地方企業の管理職…本社所在地と勤務地の両方が、首都圏（東京・神奈川・埼玉・千葉）・東海（愛知・岐阜・三重）及び近畿（大
阪・京都・兵庫）以外のエリアにあり、課長職以上の求人
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介護（施設・訪問）A

O L U M NC
■人材不足が最も深刻と言われる介護業界

2024年9月の「介護サービス職」の有効求人倍率は4.03倍。全職種の有効求人倍率が1.24倍であるため、人材不足度は非常に

高い。「令和5年度介護労働実態調査結果（公益財団法人介護労働安定センター）」によると、6割以上（大いに不足、不足、やや

不足の合計）の介護事業所が人材不足を訴えている。

一方で、訪問介護員・介護職員の2職種合計で一時20％を超えていた離職率は、13.1％と全産業平均と同程度まで低下した。

その理由として「職場の人間関係がよくなった」ことを挙げる事業者が最も多かった。介護職員等処遇改善加算によって労働環境

や給与などの待遇が改善されたことも大きな要因だ。

介護職への転職

■介護報酬改定で賃金は上昇傾向。キャリアステップ明確化の動きも

人手不足を軽減するため、未経験者の取り込みが進む。短時間勤務を希望する主婦層やシニア層、ダブルワーク希望者な

どが活躍できる条件を整える、高校生アルバイトを導入するなどの取り組みが広がっている。

事業所運営の中核を担う人材確保策も進んでいる。保有資格や社歴をベースとした給与体系から、資格や経験に加え、組織

の中で担う役割などを総合的に評価する「グレード制」を導入する企業もある。ある法人では拠点管理・統括管理クラスで平均

年収650～800万円を実現。キャリアの道筋が明確で、働き手の意欲を引き出すことに成功している。

小規模経営ではこのような対応は困難だが、厚生労働省が「介護経営の大規模化や協働化に向けた政策パッケージ」を策

定し、介護業界全体での経営改善に着手した。「やりがいのある仕事」と介護職を目指す人だけでなく、業務効率化などの経営

改善や組織運営を志向する人材にも魅力的な環境が、介護業界にも整いつつある。

（参考）職種別の無期雇用職員の平均年収

※公益財団法人介護労働安定センター『令和5年度介護労働実態調査 介護労働者の就業実態と就業意識調査結果報告書』における無期雇用職員の通常

月の税込み月収額を14倍し、年収相当額に換算。職員全体については職種別税込み月収額を積み上げて職員全体年収相当額を算出

介護支援専門員サービス提供責任者介護職員訪問介護員職員全体

353万5126円355万2010円319万7278円317万5774円340万432円
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物流ドライバーB

【長距離】

22

【宅配】
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O L U M NC
■物流を通じて社会を支えるエッセンシャルワーカー

2022年の統計によれば、日本国内の貨物総輸送量は約42億トン、そのうち

の9割以上をトラック輸送が担っている。物流ドライバーは「物流」を通じて社会

を支えるエッセンシャルワーカーと言っていいだろう。

しかしながら常に人材不足に悩まされているのも事実だ。貨物自動車運転

者の有効求人倍率は2023年で2.18倍と、全職業の1.24倍と比べ約2倍で推移

している（一般職業紹介状況／厚生労働省）。人材不足の背景にあるのは、長

時間労働と低賃金である。物流ドライバーと全産業平均を比較すると、年間労

働時間は400時間程度長く、年間所得額は4～14％低い。また、中高年男性に

依存している業界構造も課題であり、ドライバーの49.7％が50歳以上を占めて

いる。一方、女性ドライバー比率はわずか3.4％と低い状況にとどまっている。

■「物流の2024年問題」が荷主を含めた業界全体の意識改革を推進

物流特有の課題の一つに、荷待ちや附帯業務の発生、交通渋滞など、拘束

時間が延びる要素が多いことが挙げられる。しかも全国6万3000社を数えるト

ラック運送事業者の約9割が従業員数50名以下の中小規模の事業者であり、

荷主との交渉力が弱く、多重下請構造も生じやすい。価格転嫁も進まず、結果

としてコストに見合った対価を収受できないこともある。物流ドライバーの長時

間労働・低賃金には、このような背景がある。

物流ドライバーへの転職

■労働環境の整備や処遇改善をはじめとした人材獲得の取り組み

ドライバーは保有免許や経験が活かせる業界内での転職が多い。そのため労働環境の整備や処遇改善が人材確保の有効な

手段だ。さらに女性・若年者をはじめとした新規入職者の獲得のためには「性別・体格差に関わらず同じ作業ができる設備の導

入」「休憩室の設置」「短時間勤務が可能なシフトや業務分担」など、働きやすい環境づくりとともに、育児・介護を支援する施策な

ど福利厚生面の充実も必要となるだろう。

トラック運送事業者の業界団体である公益社団法人全日本トラック協会（全ト協）では、人材確保セミナーの開催、インターン

シップの実施や準中型免許取得に対する助成、人材採用のためのホームページ作成の支援、女性ドライバーの採用成功事例

集の作成、「物流経営士」の資格制度など、人材の確保・育成に向けた取り組みを積極的に展開している。

賃上げや人材確保のための原資獲得も不可欠だ。「標準的な運賃」の活用セミナーや価格転嫁に向けた運賃交渉の相談支援

なども積極的に行い、経営改善支援に努めている。

■今後の物流ドライバー人材確保に向けて

物流業界では派遣ドライバーの活用も進んでおり、2022年の調査では3万人が活躍している。短時間で就業可能な配送ルー

トを設定するといった工夫で業界未経験者の活用も進む。

2024年3月、特定技能制度に自動車運送業分野が追加され、今後は外国人ドライバーの受け入れが始まる予定だ。多様な

人材の活躍を可能にする柔軟な受け入れ体制が、物流業界の人材不足解消のカギとなりそうだ。

物流ドライバーの賃上げや労働時間削減の原資確保のため、2020年4月「標準的な運賃の告示制度」が創設された。運送事

業者の持続的な経営が可能な適正運賃を収受できるようにするものだ。また、運送事業者の法令順守のため、荷主や元請事

業者も必要な配慮をするよう義務付ける「荷主対策の深度化」も定められた。荷主などの行為が法令違反の原因になっている

場合には国土交通大臣による働きかけや要請を行うというものだ。

2024年4月、物流ドライバーに対して時間外労働の960時間上限規制と改正改善基準告示（拘束時間・運転時間などを規制）

が適用された。労働時間が短くなればそれだけ輸送能力が不足し、「モノが運べなくなる」可能性があるというのが「物流の2024

年問題」だ。「持続可能な物流の実現に向けた検討会」の試算によると、2030年には約34％の輸送能力が不足するとの推計も

ある。

この危機的状況を前に、政府は2023年6月、①商慣行の見直し②物流の効率化③荷主・消費者の行動変容について、抜本

的・総合的な対策をまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」を策定した。最も特徴的な取り組みは、荷主・元請事業者に

対する監視体制を強化するため国土交通省に設置された「トラック・物流Ｇメン」だ。荷主等に対して多くの是正指導を行うなど

着実に成果を挙げている。

国土交通省をはじめ、厚生労働省、経済産業省、農林水産省、公正取引委員会、中小企業庁といった関係省庁が「物流の

2024年問題」の解決に向け、積極的な取り組みを行っている。
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※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より
全日本トラック協会作成
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飲食店の店長・店長候補C

決定者・決定求人内容の特徴（定性情報）年収（万円）

全国展開している大手宅配フードや大手カラオケ店の店長、または店長候補。店長候補は店長にステップ

アップすることが前提。
800～999

全国展開している企業の地域限定求人が多い。店長候補から店長へステップアップするキャリアの他に、将

来的にバイヤーや商品企画などを目指せる場合もある。
600～799

数店舗展開の企業の店長職。

前職も飲食店の店長職やスタッフ職と、未経験と半々程度。

20代前半～30代前半で、高卒、専門学校卒が多い。

400～599

店舗の店長職。新店舗のオープニング募集が多い。

前職も飲食店の店長職やスタッフ職と、未経験と半々程度。

20代前半～30代前半で、高卒、専門学校卒が多い。

～399
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首都圏 東海

近畿

最低年収中央値の範囲 最高年収上位15％値の範囲
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O L U M NC
■慢性的な人手不足の飲食業に変化の兆し

人手不足業種の代表格の一つが飲食業だろう。有効求人倍率、欠員率を見
ても全産業に比べ高水準となっている。帝国データバンクの「人手不足に対する
企業の動向調査（2024年7月）」によると、人手不足を感じる飲食店の割合は正
社員で56.5％(前年61.3％)と、業種別の上位に位置する。さらに正社員以外では
74.8％（前年85.2％）と業種別のトップとなった。とはいえ、前年に比べ不足感が
改善しているのも事実だ。総務省「労働力調査」では「飲食店」の就業者数は大
きな変化が見られないことからも、省力化・合理化の工夫が成果として表れてき
たのではないかと推測される。

■労働集約型の産業モデルからの構造変化が求められている

多くの人にとって最も身近な仕事が飲食業だ。学生アルバイトを筆頭に多く
の人が従事しているが、転換期を迎えている。人手不足が深刻化する中で
様々な取り組みがなされている。
●定着率を上げる取り組み
・営業時間短縮・休日の増加

⇀従業員の業務負荷を下げ離職防止を図るのが目的だ。「日曜日は休みた
い」「深夜は働けない」といった働き手が増えている。完全予約制によって
人を確保できる日時だけ営業するなど、人手不足でもサービスレベルを維
持する工夫が始まっている。

・ロボット・IT活用による業務負荷軽減
⇀配膳や清掃にロボットを活用する店舗が出てきた。ただし、通路が広く段差が

ないなど環境とセットでの導入が必要なツールもある。一方でキャッシュレス
決済やセルフオーダーシステム、シフト管理・勤怠管理などのITツールは店
舗規模や環境の影響を受けにくい。

●慢性的な人材不足をカバー
・多様な人材活用、多様な働き方の受入れ

⇀従来から進められている主婦層のほか、シニア活用、外国人活用なども進
んでいる。また、社員登用制度をはじめ、地域・店舗限定正社員や短時間正
社員など多様な正社員制度を導入し、人員確保と雇用の安定化を図るケー
スもみられる。

●価値提供の軸を明確に
⇀「営業時間外の業務が必須である」「コア業務以外の管理職の仕事が多い」

など、飲食業では長時間労働の要素が多く、肉体的・精神的負担が高くなり
がちだ。全産業を通じて賃金アップが注目される昨今、顧客に提供したい価
値は何か、この業務はその価値提供に必要かといった観点で全体を見直し、
必要かつ重要な業務に対して適正な賃金を設定する必要が出てきた。

資料：厚生労働省データを元に農林水産省にて算出
※飲食店主・店長、飲食物給仕係、調理人の平均値

飲食店の店長・店長候補への転職
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■外食産業は魅力的な一方で課題も多い

リクルートが行った調査によると、「お客様から感謝される」 「提供するサービス、
商品が魅力的」といった点を飲食業の魅力と感じる一方で、労働負荷や給与水準
などが働く上での課題となっている（意向者と非意向者に関するレポート／2024年
4月）。外食産業の人材確保に向けては、これらの課題解決とともに「働く人々に
とっての魅力」を高め、イメージアップを図ることが必要だ。

資料：厚生労働省「雇用動向調査」（産業、企業規模、職業別欠員率）
◆ともに「外食業分野における新たな外国人材の受入れについて（農林水
産省食料産業局）」より抜粋

■店長・店長候補の転職

飲食業就業者の職場の改善要望として、「業務負荷軽減」「休日・休暇の充実」などが挙げられている（就業者・離職者と企業
に関するレポート／リクルート 2024年4月）。給与などの処遇改善も採用成功の要因だが、人材不足の昨今では、店長が本来
の仕事に従事できるよう負荷軽減を図ることが有効だ。店長職の業務には、売上・利益などの計数管理、顧客満足を高めるた
めの商品企画やサービス向上、従業員の教育、労務管理などがある。前述のように、労働集約的な業務負荷をテクノロジーで
軽減しつつ、多様な労働力が活かされる環境を整える努力が必要だ。そうした努力が店長のやりがいを高め、スタッフが生き生
きと働く店づくりにつながるだろう。

中核人材を即戦力以外に新卒から育てる。これまで大手チェーンなどでは当たり前に行われていたが、徐々に地場企業や中
堅企業にも拡大している。店長や将来の参謀役としての活躍を期待するものだ。店長として顧客満足を追求するか、企業の中
核人材として経営に関与するか、選択肢は拡大していると言ってもいいだろう。
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宿泊業・飲食サービス業

全産業計

製造業

2.5

2024年4月2023年4月2022年4月

74.8 85.2 77.3 飲食店1

63.8 78.0 56.1 旅館・ホテル2

60.8 56.9 52.3 各種商品小売3

59.7 58.3 53.6 人材派遣・紹介4

57.8 49.0 43.9 メンテナンス・警備・検査5

57.3 58.7 48.7 飲食料品小売6

47.2 38.7 41.7 教育サービス7

45.3 41.6 28.4 金融8

42.1 49.5 43.3 農・林・水産9

40.7 39.6 39.3 飲食料品・飼料製造10

【非正社員の人手不足割合（上位10業種）】

2024年4月2023年4月2022年4月

71.774.264.6 情報サービス1

71.175.552.4旅館・ホテル2

68.065.359.4建設3

64.964.158.4自動車・同部品小売4

64.257.443.6金融5

63.563.152.2運輸・倉庫6

62.767.660.1メンテナンス・警備・検査7

60.448.644.7家電・情報機器小売8

57.758.343.4医療・福祉・保健衛生9

56.561.356.9飲食店10

【正社員の人手不足割合（上位10業種）】

※いずれも母数が20社以上の業種が対象
◆ 【出展】帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査
（2024年7月）」
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転職賃金相場 前年比増減率

2023年度に比べ、より幅広い職種で最低年収の底上げ傾向がみられる。
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近畿東海首都圏

前年比（％） 募集時最高額募集時最低額募集時最高額募集時最低額募集時最高額募集時最低額

上限下限上限下限上限下限上限下限上限下限上限下限

83.5155.398.9100.096.9120.0100.0100.0107.7111.5100.0150.0経理財務

110.0109.1100.0125.0106.4110.4100.0125.0104.2116.7100.0150.0人事

95.8100.0100.2115.4100.0142.5100.0100.0107.281.3106.7133.3法務

107.4109.2116.7114.3104.185.4127.3133.3100.0133.3100.0142.9経営企画

--------98.6105.8100.0100.0広報

100.097.591.785.7125.073.794.8107.790.095.0100.0100.0コンサルタント

92.3105.9110.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0100.0ＩＴ（Web/アプリケーション）

108.388.6100.0116.7115.892.1100.0100.097.1233.2106.8125.0ＩＴ（ネットワーク）

103.9100.0100.0175.081.6116.7112.2125.0100.077.8100.0125.0ＩＴ（セールスエンジニア）

110.3123.1100.0140.0125.0107.7100.0140.0100.0138.5100.0175.0エンジニア（機械設計）

92.3130.8100.085.7112.3106.3100.085.7100.0149.290.985.7
エンジニア
（電気・電子回路設計）

107.7140.0100.0120.0115.4268.4106.4100.0100.0121.4100.0120.0
エンジニア（組込・制御ソ
フトウェア開発）

100.0100.6104.0100.0100.099.6100.0100.0100.0112.6105.3120.0法人営業（ＩＴ）

99.0116.7100.0100.091.389.2111.1100.0109.1107.1110.0114.3法人営業（メーカー）

120.085.7106.0107.2110.0116.0100.0107.7120.0101.0100.0100.0施工管理

その他のエリア

募集時最高額募集時最低額

上限下限上限下限

100.0114.3116.7128.6地方企業の管理職

…105％以上 …110％以上
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一般社団法人 人材サービス産業協議会（略称：JHR）は、国内の主要な人材サービス関連業界5団体の

横断・連携機関として2012年に設立されました。

雇用構造の変化や労働市場の新たな要請にこたえ、健全かつ円滑な次世代労働市場を創造することを

ミッションとし、複雑性を増す労働市場に対峙し、より多くの就業機会を生み出すことをビジョンとして掲げ、職

業紹介、人材派遣、業務請負、求人広告などビジネスモデルの枠を超えて、個人と企業、社会のすべてに

とって望ましい「健全かつ円滑な次世代労働市場の創造」を目指した取り組みを推進しています。

■主な活動内容

（1） 労働市場における諸課題についての情報収集・調査、研究、審議、施策立案

（2） 前号に関する情報発信並びに施策実現に向けた普及啓発活動及び関係者との意見交換

（3） 会員の相互交流及び研鑽

（4） その他、この法人の目的達成に必要な事業

■会員団体

公益社団法人全国求人情報協会

一般社団法人日本人材派遣協会

一般社団法人日本人材紹介事業協会

一般社団法人日本BPO協会

一般社団法人NEOA

一 般 社 団 法 人 人 材 サ ー ビ ス 産 業 協 議 会 に つ い て

■一般社団法人 人材サービス産業協議会 労働政策委員会

青木 秀登 一般社団法人 日本BPO協会 理事長 （ランスタッド株式会社 執行役員）

阿部 正浩 中央大学経済学部 教授

岩下 順二郎 公益社団法人 全国求人情報協会 副理事長 （株式会社リクルート 取締役常務執行役員）

大久保 幸夫 株式会社リクルート （フェロー兼リクルートワークス研究所 アドバイザー）

阪本 耕治 一般社団法人 日本人材派遣協会 副会長

（株式会社スタッフサービスホールディングス 代表取締役社長）

佐藤 博樹 東京大学名誉教授

林 徹郎 一般社団法人 日本人材紹介事業協会 会長 （株式会社ワークポート 代表取締役社長）

八木 毅之 一般社団法人 NEOA 代表理事（テクノプロ・ホールディングス株式会社 代表取締役社長兼CEO）

■外部労働市場における賃金相場情報提供に関する研究会

佐藤 博樹 東京大学名誉教授

明島 寛之 株式会社ワークポート

笠井 彰吾 株式会社リクルート

菊池 満帆 株式会社リクルート

栗田 卓也 株式会社マイナビ

黒澤 敏浩 株式会社ジェイエイシーリクルートメント

高橋 美鈴 株式会社パーソル総合研究所

増田 由利子 ディップ株式会社

水端 雄大 エン・ジャパン株式会社

米山 綾子 パーソルキャリア株式会社

（事務局 川渕 香代子 渡部 大輔）

（2024.12.1現在）
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